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箕面市障害者市民施策推進協議会開催要綱

平成１７年９月１日

箕面市訓達第４２号

改正 平成１９年４月１９日訓達第２７号

平成２０年４月２２日訓達第１１号

平成２１年５月１９日訓達第５０号

平成２１年６月２４日訓達第６１号

平成２２年５月１８日訓達第４２号

平成２３年５月１９日訓達第１５号

平成２４年５月１５日訓達第１０号

平成２５年４月３０日訓達第１８号

平成２９年６月２２日訓達第３１号

平成３１年１月２３日訓達第２号

（開催）

第１条 障害者市民に関する施策の推進に資する事項を検討するため、箕面市障害者市

民施策推進協議会（以下「協議会」という。）を開催する。

（検討事項）

第２条 協議会の検討事項は、次に掲げる事項とする。

（１）障害者市民の団体、関係団体及び関係行政機関との連絡調整に関すること。

（２）障害者市民の福祉の施策推進に関すること。

（３）障害者市民の福祉に関する調査及び研究に関すること。

（４）障害者計画及び障害福祉計画の策定に関すること。

（５）障害者差別解消の取組に関すること。

（６）（仮称）箕面市手話言語及び多様な意思疎通のための手段の利用促進条例に関す

ること。

（７）前各号に掲げるもののほか、障害者市民に関する施策の推進に関すること。

（構成）

第３条 協議会は、別表に掲げる者をもって構成する。

（座長）

第４条 協議会に、座長を置く。

２ 座長は、構成員の中から互選により選出する。

３ 座長は、会務を総理する。

４ 座長に事故があるとき又は欠けたときは、座長があらかじめ指名する構成員がその

職務を代理する。

５ 座長の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
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（会議）

第５条 協議会の会議は、座長が招集する。

２ 座長は、必要があると認めるときは、構成員以外の者に出席を求め、意見を聴くこ

とができる。

（報告）

第６条 協議会は、検討事項について整理した内容を必要に応じて市長に報告すること

ができる。

（専門部会）

第７条 市長は、専門的な事項を検討するため、次に掲げる専門部会を開催するものとす

る。

（１）障害者計画及び障害福祉計画部会

（２）障害者差別解消法部会

（３）（仮称）箕面市手話言語及び多様な意思疎通のための手段の利用促進条例部会

２ 専門部会に部会長を置き、専門部会の参加者のうちから座長が指名する。

３ 部会長は、専門部会を招集し、その会議の進行を図る。

４ 部会長は、必要があると認めるときは、協議会の構成員以外の者に出席を求め、意見

を聴くことができる。

（庶務）

第８条 協議会及び専門部会の庶務は、健康福祉部障害福祉室が行う。

（委任）

第９条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、座長が会議

に諮って定める。

別表（第３条関係）

構 成 員

１ 箕面市身体障害者福祉会代表

２ 箕面手をつなぐ親の会代表

３ 箕面市肢体不自由児者父母の会代表

４ 公募による市民（肢体不自由者）

５ 公募による市民（視覚障害者）

６ 公募による市民（聴覚障害者）

７ 公募による市民（肢体不自由者、視覚障害者及び聴覚障害者以外の身

体障害者）

８ 公募による市民（知的障害者）

９ 公募による市民（精神障害者）

１０ 公募による市民（一般）

１１ 大阪府池田保健所代表
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附 則（平成１７年９月１日訓達第４２号）

この要綱は、訓達の日から施行する。

附 則（平成１９年４月１６日訓達第２７号）

この要綱は、訓達の日から施行する。

附 則（平成２０年４月２２日訓達第１１号）

この要綱は、訓達の日から施行する。

附 則（平成２１年５月１９日訓達第５０号）

この要綱は、訓達の日から施行する。

附 則（平成２１年６月２４日訓達第６１号）

この要綱は、訓達の日から施行する。

附 則（平成２２年５月１８日訓達第４２号）

この要綱は、訓達の日から施行する。

附 則（平成２３年５月１９日訓達第１５号）

この要綱は、訓達の日から施行する。

附 則（平成２４年５月１５日訓達第１０号）

この要綱は、訓達の日から施行する。

附 則（平成２５年４月３０日訓達第１８号）

この要綱は、訓達の日から施行する。

附 則（平成２９年６月２２日訓達第３１号）

この要綱は、訓達の日から施行する。

附 則（平成３１年１月２３日訓達第２号）

この要綱は、訓達の日から施行する。

１２ 箕面市人権啓発推進協議会障害者部会代表

１３ 社会福祉法人箕面市社会福祉協議会代表

１４ 社会福祉法人あかつき福祉会代表

１５ 一般財団法人箕面市障害者事業団代表

１６ 特定非営利活動法人箕面市障害者の生活と労働推進協議会代表

１７ 社会福祉法人息吹代表

１８ 障害者事業所代表（一般財団法人箕面市障害者事業団による障害者雇

用助成金の交付の対象となる障害者事業所に限る。）

１９ 健康福祉部副部長（健康福祉部に障害者福祉に関する事務を所掌する

担当副部長が置かれている場合は、当該担当副部長）

２０ 教育委員会事務局子ども未来創造局副部長（子ども未来創造局に人権

教育の推進に関する事務を所掌する担当副部長が置かれている場合

は、当該担当副部長）


